
令和５年度の取組内容及び
令和６年度の予定について

令和６年３月１２日
徳島県商工労働観光部労働雇用戦略課
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１．令和５年度の取組内容
  ・とくしまスマートワークプロジェクト
  ・とくしまテレワーク講座2023
  ・働き方改革支援のためのアンケート調査

２．令和６年度の予定
  ・とくしまスマートワークプロジェクト

３．今後の支援に向けて
  ・徳島県働き方改革アップデート・レポート(仮)
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１．令和５年度の取組内容



１．令和５年度の取組内容
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とくしまスマートワークプロジェクト（17,000千円）

テレワーク実装化に向けた企業のステップアップ支援
   ・ テレワーク導入・定着に向けた課題の解決
   ・ ＤＸ等に対応する業務の電子化に向けた支援

テレワーク人材の育成・マッチング支援

テレワークセンター徳島の運営

テレワーク普及啓発の実施  

働きやすい職場づくりを進め、労働力の確保・定着を図る



１．令和５年度の取組内容
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とくしまテレワーク講座2023

概要
10月3日から12月15日まで（全20講座）

  ※ｅラーニングや動画配信を通じ、上記期間以外もオンデマンドで受講可能
希望者等にキャリアカウンセリングを実施
講座受講者と県内企業とのマッチングを支援
次世代管理職向けプログラムを実施 NEW

実績

講座申込者数 延べ676名
コース申込者数 延べ53名

R6.1.12　「キャリアデザイン特別セミナー」　トークセッションの様子

・テレワーカーコース：38名
・コーディネーターコース：8名
・スマートワーク推進コース：7名



１．令和５年度の取組内容
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働き方改革支援のためのアンケート調査

概要
調査期間 10月27日から11月17日まで
調査方法 調査票を郵送で配布し、Webフォーム・返信用封筒・ 

        FAXにて回収した。
回収率     36%

          ※回収事業所数／配布事業所数＝284／789

R5.12発行　テレワークセンター徳島NEWSLETTERより抜粋

詳細は
テレワーク
センター徳島
HPから



１．令和５年度の取組内容
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働き方改革支援のためのアンケート調査
（補足：対応できるようにしたいができていない企業）

対応できていない理由

1. 適した仕事がない（19社）
2. 労務管理・評価が困難（15社）
3. 情報漏洩が心配（13社)
4. 周囲にしわ寄せがある（9社)

希望する情報・個別支援

1. テレワーク導入に関わる    
助成金・補助金情報（12社）

2. テレワーク勤務規定や実施
ルールに関すること（11社）

・企業の課題や希望に応じた個別支援を実施
・NEWSLETTER裏面でフィードバック時に     
 情報提供
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２．令和６年度の予定



２．令和６年度の取組内容
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とくしまスマートワークプロジェクト（15,000千円）

テレワーク実装化に向けた企業のステップアップ支援
   ・ テレワーク導入・定着に向けた課題の解決
   ・ ＤＸ等に対応する業務の電子化に向けた支援

テレワーク人材の育成・マッチング支援

テレワークセンター徳島の運営

「徳島県働き方改革アップデート・レポート(仮)」の作成  

NEW
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３．今後の支援に向けて



３．今後の支援に向けて

「徳島新未来創生」政策集
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３．今後の支援に向けて

徳島新未来創生総合計画 2024-2028
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KPI（重要業績評価指標）

政策の方向性と実現に向けた工程表



御意見いただきたい部分です



３．今後の支援に向けて
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徳島県働き方改革アップデート・レポート(仮)

目的
「徳島新未来創生総合計画」が掲げるビジョンの実現に向け、今後本県
が推進していくべき「県内企業が『選ばれる』ために有効な働き方改革
の取組」について検討する。

概要

県内企業の働き方改革に関する
現況調査・分析
県内外の企業等の先進的な事例
の研究

背景
少子高齢化の更なる進展に伴い、特に中小企業では、深刻な人手不
足が続く状況であり、働く人に選ばれる企業となることが喫緊の課
題となっている。
一方で、働く人は近年、職場環境や制度面を重視して企業を選ぶ傾
向にある。

結果は県内企業等にフィード
バックするほか、今後の政策
立案に活用する。

先進事例

対応状況 必要な支援 異次元の施策



３．今後の支援に向けて
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徳島県働き方改革アップデート・レポート(仮)
（補足：企業採用活動等実態調査2023）

県内企業が採用活動を進める上での課題（徳島全般）

1. 都市部との比較（賃金、勤務形態、福利厚生等）及び格差のイメージの浸透（519社）
2. 地方（徳島）には企業や仕事が少ないという印象の浸透（373社）
3. 自社や地元企業の魅力、ブランドなどの認知・訴求（330社)

「徳島ものづくり産業雇用創造プロジェクト」の効果的かつ効率的な実施・展開に
資するデータを得るために、県内企業の人材確保状況等を調査。

調査期間 5月1日から5月31日まで
調査方法 調査票を郵送で配布し、返信用封筒・メール・ 

        FAXにて回収した。
回収率     39%

          ※回収事業所数／配布事業所数＝963／2,454

詳細は
徳島県HP
から

過去1年間の育児休業の対象者数と取得者数

働き方改革の
アップデート
により改善で
きないか？



働き方改革に関する今後の県施策構築に向け、
どのような調査・研究が有効かなど、

御意見いただけますと幸いです。
よろしくお願いします。


